
   朝霞市地域公共交通協議会条例（案）概要  

 

 

都市建設部まちづくり推進課  

 

 

１ 制定理由  

この条例は、地域公共交通に関する施策について必要な協議を行うこと

を主な事務とする朝霞市地域公共交通協議会を附属機関として設置する必

要があるため、地方自治法第１３８条の４第３項の規定により、朝霞市地

域公共交通協議会条例を制定するものである。  

 

２ 条例案の概要  

 （１）目  的  

この条例は、朝霞市地域公共交通協議会の設置、組織及び運営に関

する事項を定めることを目的とする。  

 （２）所掌事務  

①法第５条第１項に規定する地域公共交通網形成計画に関すること。  

②地域の実情に応じた適切な乗合旅客の運送の態様、運賃、料金等に関  

すること。  

③地域住民の生活に必要な旅客輸送の確保のために必要な協議に関する  

 こと。  

（３）組  織  

  委員３５人以内で組織する。  

（４）構成委員  

  ①市の議会の建設常任委員会の委員  

  ②市職員  

  ③関係する公共交通事業者等の代表者又はその指名を受けた者  

  ④関係する一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織す  

 る団体の代表者又はその指名を受けた者  

  ⑤関係行政機関の職員  

  ⑥市内の公共的団体の代表者又はその指名を受けた者  

  ⑦学識経験を有する者  

  ⑧公募による市民又は公募委員候補者名簿に登載された市民  

（５）任  期  

   ２年  

 

３ 施行年月日  

平成３１年４月１日  

 

４ 議会の上程  

   平成３１年第１回市議会定例会  



   朝霞市地域公共交通協議会条例（案）  

 

 （目的）  

第１条 この条例は、朝霞市地域公共交通協議会の設置、組織及び運営に関す

る事項を定めることを目的とする。  

 （設置）  

第２条 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９

号。以下「法」という。）第６条第１項の規定に基づき地域公共交通網形成

計画の作成その他の地域公共交通に関する施策について必要な協議を行うと

ともに、地域住民の生活に必要な旅客運送の確保その他の旅客の利便の増進

を図るために必要な協議を行うため、朝霞市地域公共交通協議会（以下「協

議会」という。）を置く。  

 （所掌事務）  

第３条 協議会は、次に掲げる事務を所掌する。  

 （1）  法第５条第１項に規定する地域公共交通網形成計画に関すること。  

 （2）  地域の実情に応じた適切な乗合旅客の運送の態様、運賃、料金等に関  

すること。  

 （3）  地域住民の生活に必要な旅客輸送の確保のために必要な協議に関するこ  

と。  

 （4）  前３号に掲げるもののほか、協議会が必要と認めること。  

 （組織）  

第４条 協議会は、委員３５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

 （1）  市の議会の建設常任委員会の委員 

 （2）  市職員 

 （3）  関係する公共交通事業者等の代表者又はその指名を受けた者 

 （4）  関係する一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する 

団体の代表者又はその指名を受けた者 

 （5）  関係行政機関の職員 

 （6）  市内の公共的団体の代表者又はその指名を受けた者 

 （7）  学識経験を有する者 

 （8）  公募による市民又は公募委員候補者名簿に登載された市民 

 （9）  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者  

 （会長及び副会長）  

第５条 協議会に、会長及び副会長１人を置き、委員の互選によってこれを定



める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （任期）  

第６条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （会議）  

第７条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決

するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めて意見若

しくは説明を聴き、又は必要な資料の提供を求めることができる。 

 （部会）  

第８条 会長は、必要があると認めるときは、協議会に諮って部会を置くこと

ができる。 

２ 部会に属する委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によってこれを定める。 

４ 部会長は、部会の事務を総理する。 

５ 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長が指名する委員がその職務

を代理する。 

 （庶務）  

第９条 協議会の庶務は、都市建設部まちづくり推進課において処理する。 

 （雑則）  

第１０条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、

会長が協議会に諮って定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （朝霞市内循環バス検討委員会条例の廃止） 

２ 朝霞市内循環バス検討委員会条例（平成２５年朝霞市条例第２５号）は、

廃止する。 

 （特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３２



年朝霞市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

  別表市内循環バス検討委員会の項を次のように改める。  

地域公共交通

協議会  
委員  日額  8,000 円 2,400 円 

旅 費 条 例 を

適 用 し 、 市

長 等 の 例 に

よ り 算 出 し

た額  

実費  2,400 円 1 万 5,000 円 

 

 



〇市民のニーズと地域特性に応じた効果的・効率的な地域公共交通の実現を

目指し、本市における公共交通空白地区の解消、効果的な市内循環バスの

運行、鉄道駅の利便性向上等について関係機関等と協議、調整する会議体

を設立するため、地域公共交通協議会条例を制定する。
〔根拠法令：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第６条第１項〕

朝霞市地域公共交通協議会の設置について(案)
＜趣旨＞

＜地域公共交通協議会の所掌事務＞

〇地域公共交通網形成計画に関すること
・地域公共交通網形成計画の策定及び実

施等に関すること

〇適切な乗合旅客の運送の態様、運賃等に

関すること
・市内循環バスのより効果的、効率的な

運行計画の検討 等

〇地域住民の生活に必要な旅客輸送の確保
・公共交通の拠点としての鉄道駅のバリ

アフリー化など、利便性の向上

・公共交通空白地区における新たな運行

形態、運行計画の検討 等

＜委員の構成＞

〇市の議会の建設常任委員会の委員
〇市職員（市長公室、市民環境部、福祉部等）

〇関係する公共交通事業者等の代表者又はその
指名を受けた者
（東日本旅客鉄道㈱、東武鉄道㈱、東武バスウエスト㈱、
西武バス㈱、国際興業㈱、タクシー会社 等）

〇一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の

運転者が組織する団体の代表者又はその指名
を受けた者（路線バスの労組）

〇関係行政機関の職員
（関東運輸局埼玉運輸支局、県交通政策課、朝霞警察署 等）

〇市内の公共的団体の代表者又はその指名を受
けた者（社協、老人クラブ、障害者団体、自治連 等）

〇学識経験を有する者
〇公募による市民
〇上記のほか、市長が必要と認める者
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